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中国地方自動車産業の事業環境分析

佐伯�　靖雄*

要旨
本稿の目的は，中国地方の自動車産業を取り巻く事業環境を各種統計から俯瞰し，
持続的発展に対する課題を明らかにすることである．より具体的には，地域経済に
おける産業集積の将来像をわが国固有の課題である人口減少問題の視点を交え展望
するものである．
本稿が最も主張したいことは，人口動態がもたらす中国地方にとっての最大の危
機は，地元での労働力確保が他の自動車産業集積地と較べて著しく困難になるとい
うことである．そしてそれは同時に，完成品や素材・部品の量産能力の不可逆的な
低下をも意味するということである．工業統計表，産業連関表をつうじた分析では，
中国地方の自動車産業集積が取引連関の重層性，取引品目の網羅性といった諸側面
において比較対象である愛知 1県に及ばないことを確認した．また貿易統計からは
中国地方への自動車部品輸入が一貫して増加していることを確認し，これが為替変
動とは無関係であることも指摘した．中国地方の自動車産業は，同産業そのものへ
の世界的な期待とは裏腹に，構造不況業種に陥りかねない状況に置かれているので
ある．
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１ ．はじめに

本研究の目的は，中国地方の自動車産業を取り巻く事業環境を各種統計から俯瞰し，持続的

発展に対する課題を明らかにすることである．とりわけ，人口減少社会に突入したわが国固有

の事情に注視する．すなわち，地域経済における産業集積の将来像を人口問題の視点を交えな

がら展望するものである．

今やエレクトロニクスや新素材といったハードウェアのみならず，自動運転やコネクテッド

カーといったソフトウェア領域においても，その最終需要は自動車に集中している．とりわけ

わが国においては，2000年代にエレクトロニクス産業が凋落してしまって以降，自動車産業は

残された数少ない基幹産業でもある．したがって多くの業種・企業が自動車産業との取引を求
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めており，逆に自動車産業もまた自らの競争力を高める上でこういった外部の業種・企業との

連携を強めようとしている．

しかしながらその一方で，中国地方の自動車産業に目を向けると，同地方はそこまで楽観視

できる状況ではないことが分かる．例えば拙稿［2016a］でも指摘したように，中国地方の自

動車生産能力及び生産実績はここ数年で北部九州に逆転されており，中部，関東に次いで長年

わが国第 3の集積地だった地位を失っている．また，中国地方にはマツダの本社，開発拠点が

あるものの，前述のエレクトロニクス領域や自動運転，コネクテッドカーといったハイテク領

域のシステムが地場企業から調達できておらず，いずれも供給を域外に依存している（岩城

［2013］，佐伯［2017］）．そして後段で詳しく述べるように，他の自動車産業集積地と比較して

も中国地方の人口減少は著しい．中国地方に立地するマツダ，三菱自動車工業水島製作所（以

降，三菱自・水島）はもともと輸出比率が高かったため，両社ともに海外生産比率を高める方

向にシフトしており，域内での生産台数が今後大きく伸びることは考えにくい．そのため上記

完成車企業のみならず取引先の素材・部品企業の従業員やその家族の社会増を期待することは

難しい．また同地方の部品企業は小規模なところが多く，国際競争力という面では厳しい立場

にある．そういった地場企業の体力が尽きて取引システムから脱落してしまう懸念もある．域

内での産業集積の再生産すら危ぶまれる状況なのである．以上の点から中国地方の自動車産業

は，同産業そのものへの世界的な期待とは裏腹に，構造不況業種に陥りかねない状況に置かれ

ているのである．以上の事業環境を，本研究ではひとつひとつ客観的なデータで示していく．

２．中国地方の人口減少問題

まずわが国の将来の人口推移から確認する．既に社会的に問題視されているが，わが国の総

人口は2008年の 1億2,808万人をピークに減少に転じている．図 1に示したように，高齢者比

図 1
出所）国立社会保障・人口問題研究所 H29全国人口推計（出生中位・死亡中位）をもとに筆者作成
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率を著しく高めながら，総人口も減少していくことになる．国立社会保障・人口問題研究所の

推計によると，2060年には8,800万人余りにまで落ち込むとされている．またここでより注視

したいのが，総人口に占める15–64歳のいわゆる生産年齢人口の比率である．2035年頃からこ

の比率は急速に低下し，2065年には約51.4%と推計される．生産年齢人口比率の大幅な低下は

社会の活力を奪い取り，自動車産業のみならずあらゆる経済活動が停滞することになる．

次に都道府県別の人口推計から，中国地方 5県を抽出し代表的な大都市圏にある都府県（東

京，愛知，大阪）と比較したのが表 1である．大都市圏（とりわけ東京，愛知）と比較して中

国地方 5県はいずれも総人口，生産年齢人口の落ち込みが激しいことが分かる．その中でも山

陰 2県と山口の減少が深刻であり，2015年から見た2040年時点での生産年齢人口比は 7割程度

になる．表 1から中国地方 5県と比較対象としての愛知の生産年齢人口のみを抽出しグラフ化

したのが図 2である．中国地方 5県の総人口，生産年齢人口はともに愛知 1県よりも少ない．

そしてその差が2040年にかけて大きくなっていく．具体的には，生産年齢人口の差は2015年時

表 1
都道府県 項目 ２０１５年（a） ２０４０年（b） ２０１５比 b/a

鳥取 総数 ５６７,１９３ ４４１,０３８ ０.７８
１５～６４歳 ３２５,１０７ ２２６,３９１ ０.７０ 
生産年齢人口比 ５７.３% ５１.３%

島根 総数 ６８７,１０５ ５２０,６５８ ０.７６
１５～６４歳 ３７７,６５４ ２６２,２３８ ０.６９
生産年齢人口比 ５５.０% ５０.４%

岡山 総数 １,９１３,１４５ １,６１０,９８５ ０.８４
１５～６４歳 １,１１４,３２８ ８７４,１４１ ０.７８
生産年齢人口比 ５８.２% ５４.３%

広島 総数 ２,８２５,３９７ ２,３９１,４７６ ０.８５
１５～６４歳 １,６６４,２４７ １,２７１,０８９ ０.７６
生産年齢人口比 ５８.９% ５３.２%

山口 総数 １,３９８,７００ １,０６９,７７９ ０.７６
１５～６４歳 ７７９,５６４ ５５１,２９６ ０.７１
生産年齢人口比 ５５.７% ５１.５%

中国 ５県小計 総数 ７,３９１,５４０ ６,０３３,９３６ ０.８２
１５～６４歳 ４,２６０,９００ ３,１８５,１５５ ０.７５
生産年齢人口比 ５７.６% ５２.８%

東京 総数 １３,３４９,４５３ １２,３０７,６４１ ０.９２
１５～６４歳 ８,７８７,９３９ ７,１２９,０１４ ０.８１
生産年齢人口比 ６５.８% ５７.９%

愛知 総数 ７,４７０,４０７ ６,８５５,６３２ ０.９２
１５～６４歳 ４,６５０,９８３ ３,８６０,５３８ ０.８３
生産年齢人口比 ６２.３% ５６.３%

大阪 総数 ８,８０８,２８２ ７,４５３,５２６ ０.８５
１５～６４歳 ５,３７０,２８９ ４,０４８,２６５ ０.７５
生産年齢人口比 ６１.０% ５４.３%

出所） 国立社会保障・人口問題研究所 H25都道府県別人口推計（出生中位・
死亡中位）をもとに筆者作成
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点では約40万人だが，2040年には約67.5万人まで広がる．双方ともに人口を減らしながらも，

生産年齢人口では一層の差がつくということである．

以上の生産年齢人口の減少は，中国地方の自動車産業の再生産能力を確実に蝕んでいくこと

になる．増田編［2014］では，戦後地方から大都市圏への人口移動の波が大きく 3回あったこ

とが説明されているが，その中でも最近年の動態がより深刻な点を次のように指摘している．

すなわち，「第 3期は，2000年以降の時期である．円高による製造業への打撃，公共事業の減少，

人口減少等により，地方の経済や雇用状況が悪化したことが原因 1」だったとされる．従来，

製造業の工場や建設業は地方に人を留める機能を有していたが，2000年以降はそれらがともに

崩壊し，その流れは今も続いている．また人口減少そのものがさらなる人口減少を招くという

悪循環に繋がっている．雇用基盤がなく，買い物や娯楽の機会といった住環境としての魅力も

失ってしまった地方に若者は留まらず，大都市圏への社会流出は避けられないということであ

る．このような人口動態がもたらす中国地方にとっての最大の危機は，地元での労働力確保が

他の自動車産業集積地と較べて著しく困難になるということであり，それは同時に完成品や素

材・部品の量産能力の不可逆的な低下をも意味するということである．

３．中国地方製造業の賃金水準

それでは人口減少に見舞われる中国地方の雇用条件がどのような実態にあるのか見てみよう．

ここでは議論を単純にするために賃金に着目する．表 2では，中国地方 5県と比較対象である

愛知の現金給与総額と総実労働時間に関するデータをもとに簡易的な時給計算を行った．上段

は厚労省の調査対象産業計，下段は製造業をそれぞれ示している．

全体的な傾向としては，製造業以外を含む場合と製造業だけとでは，島根を除くと後者の方

図 2
出所）表 1に同じ
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が現金給与総額は多いということである．これは単純に，製造業では総実労働時間が長いこと

で説明できそうである．恐らく製造業には，恒常的な残業等の時間外業務が発生しているから

であろう．また山陽 3県と山陰 2県とでは，前者の方が現金給与総額は高い．比較対象の愛知

は製造業以外を含む場合と製造業だけとを比較した場合，現金給与総額では 3割近く製造業が

高くなっている．

同表下段の製造業に着目し中国地方 5県平均と愛知とを比較すると，後者の方が現金給与総

額は多く 3割近い差になっている．上段の製造業以外を含む場合では両者の差は13%程度で

あることを考えると，愛知の製造業の賃金待遇はかなり良いと言えるだろう．

図 3は表 2の各県製造業の現金給与総額を総実労働時間で除した簡易計算による時給をグラ

フ化したものである．ここでもやはり，山陽 3県と山陰 2県とでは前者の方が時給は高い傾向

にある．山陽 3県ではマツダを中核に自動車産業が盛んな広島が最も低く，山口，岡山の順に

高い．次節で示すように山口，岡山は石油，化学産業が主力であるため，賃金水準はこれらの

業種の方が自動車産業よりも高いのかもしれない．愛知は時給換算した賃金でも中国地方 5県

のそれを凌駕している．

以上の点をどう評価するかは何に重きを置くかによって意見が分かれよう．企業側から見れ

ば，中国地方 5県の製造業は賃金水準が相対的に低く（全国平均よりも概ね低い），工場立地

表 2
常用労働者数 
（千人）

総実労働時間 
（時間）（a）

出勤日数 
（日）

現金給与総額 
（円）（b）

簡易時給換算 
（円 /時）b/a

全　国 ４７,７６９.６ １４４.５ １８.７ ３１３,８０１ ２,１７２
鳥　取 １８２.０ １５２.７ １９.７ ２８２,４１７ １,８４９
島　根 ２３３.２ １４９.８ １９.４ ２７６,５７９ １,８４６
岡　山 ６６７.６ １５０.２ １９.４ ３０８,１３５ ２,０５１
広　島 １,００２.７ １４９.５ １９.２ ３１８,４５８ ２,１３０
山　口 ４８０.５ １４６.８ １９.２ ３０３,９８６ ２,０７１

中国 ５県平均 ５１３.２ １４９.８ １９.４ ２９７,９１５ １,９８９
愛　知 ２,９８７.５ １４５.９ １８.４ ３３７,６２１ ２,３１４

常用労働者数 
（千人）

総実労働時間 
（時間）（a）

出勤日数 
（日）

現金給与総額 
（円）（b）

簡易時給換算 
（円 /時）b/a

全　国 ８,０２１.８ １６３.２ １９.５ ３７６,３３１ ２,３０６
鳥　取 ２９.４ １６１.８ １９.９ ２６４,７５８ １,６３６
島　根 ３６.６ １６４.０ ２０.０ ２９５,７７０ １,８０３
岡　山 １４７.９ １６５.７ １９.７ ３６６,８５７ ２,２１４
広　島 １９７.８ １７０.２ １９.７ ３６４,１３２ ２,１３９
山　口 ９３.３ １６２.３ １９.７ ３７９,３１５ ２,３３７

中国 ５県平均 １０１.０ １６４.８ １９.８ ３３４,１６６ ２,０２８
愛　知 ７９５.２ １６７.０ １９.３ ４３３,３５８ ２,５９５

注）事業所規模 5人以上の統計．上段は調査対象産業計，下段は製造業の H27年年平均
出所）厚生労働省 H27「毎月勤労統計調査・地方調査」より抜粋後一部加筆
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に向いていると評価することができるだろう．だが他方で従業者側あるいは求職者側から見れ

ば，残業を含め労働時間がやや長い割には他地域よりも賃金水準が低いことは，中国地方で雇

用されることが魅力的に映らない怖れがある．同じ仕事の条件であれば，愛知や他の地域へ移

住して雇用されるというインセンティブが発生する．とりわけ中国地方の中でも自動車産業の

インパクトが大きい広島が，同じ製造業でも岡山や山口にも賃金面で見劣りする現状について

問題意識を持つ必要があるだろう．また先ほどの人口減少の側面からも，賃金水準は生産年齢

人口を地域内に留められるかどうかに大きく影響してくることになる．中国地方の製造業（と

りわけ自動車産業）は，今後は生産性の向上等によって節約されたコストを原資に，積極的に

労働分配率を高めて従業者側に還元していくことも考えておく必要があるかもしれない．

４．中国地方自動車産業の実態：工業統計表と産業連関表からの示唆

（ 1）工業統計表からの示唆

ここからは中国地方 5県の自動車産業の実態について見ていこう．まず各県において同産業

が製造品出荷額等の面でどれくらいの重要性を持つのかという点から確認する．表 3は中国地

方 5県と比較対象である愛知の主要産業をまとめたものである．各県の 1位から 3位までの産

業のうち，自動車を筆頭とする輸送機械が出てくるのは広島（ 1位），山口（ 3位）だけであり，

いずれも自動車ではマツダ関連によるものと考えられる．また広島の輸送機械には呉の造船業

も一定の貢献があると見られる．意外にも三菱自・水島のある岡山は， 3位までに輸送機械が

入っていない．これら山陽 3県では，むしろ石油，化学，鉄鋼といった装置産業が主流と見た

方がよさそうである．山陽 3県並びに瀬戸内海対岸の四国北部から構成される瀬戸内工業地域

は昔から海上交通の利便性が高く，また埋め立てによる事業用地取得が比較的容易だったため，

図 3
出所）表 2をもとに筆者作成
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鉄鋼，石油，化学産業のような大規模なコンビナート建設が進んできた．三菱自・水島が立地

する水島臨海工業地帯もまた同様のコンビナートである．他方で，山陰 2県は島根の 1位に鉄

鋼（特殊鋼，鋳造が主体）が出てくるものの，それ以外はハイテクの電子や情報，そして軽工

業が主体である．長らく中部，関東に次ぐわが国第 3の自動車産業集積地であった割には，同

産業が地域経済に占めるインパクトはそこまで大きくないということである．

これら中国地方 5県と対照的なのが，比較対象の愛知である．愛知は製造品出荷額等では 2

位神奈川に大差を付けての首位でありそのポジションは別格なのであるが，中国地方 5県全て

の金額を足しても愛知 1県の 6割程度に過ぎない．愛知の主要産業は言うまでもなく輸送機

械 2であり，その構成比は 5割を超える．この愛知の輸送機械の突出した製造品出荷額等こそ

が，全国においても同部門が 1位になる要因なのである．

表 4は表 3の製造品出荷額等に加えて，中国地方 5県と比較対象である愛知の事業所数，従

業者数，付加価値額といった各指標を示したものである．表 2で見た製造品出荷額等のみなら

ず，事業所数，従業者数，付加価値額のいずれも中国地方 5県を足したものより愛知 1県の方

表 3

都道府県 金　　額 
（億円）

順　　位 構成比 
（%）

１　　位 ２　　位 ３　　位
２５年 ２６年 産業 構成比 産業 構成比 産業 構成比

全国 3,051,400 － － 100.0 輸送 19.7 化学  9.2 食料  8.5 
鳥取 ６,８０４ ４５ ４５ ０.２ 電子 ２０.４ 食料 １９.８ 紙パ １２.４ 
島根 １０,５６７ ４４ ４４ ０.３ 鉄鋼 １６.４ 電子 １５.２ 情報 １２.４ 
岡山 ８２,５５７ １５ １４ ２.７ 石油 ２０.４ 化学 １５.７ 鉄鋼 １３.３ 
広島 ９５,６８５ １０ １０ ３.１ 輸送 ２８.５ 鉄鋼 １５.６ 生産  ９.４ 
山口 ６５,１９６ １６ １８ ２.１ 化学 ２５.２ 石油 ２１.８ 輸送 １６.９ 
愛知 ４３８,３１３  １  １ １４.４ 輸送 ５３.６ 鉄鋼  ５.８ 電気  ４.９ 

注）従業者 4人以上の事業所に関する統計
出所）経済産業省 H26「工業統計表（産業編）」より抜粋

表 4

都道府県別

事業所数 
≒工場数 
（a）

従業者数 
（b）

製造品 
出荷額等 
（c）

付加価値額 
（d）

１工場あたり 
出荷額等 

c/a

従業者 １人あたり 
出荷額等 

c/b

１ 工場あたり 
付加価値額 

d/a

従業者 １人あたり 
付加価値額 

d/b

年次 合計 合計 
（人）

合計 
（百万円）

合計 
（百万円） （百万円/工場） （百万円 /人） （百万円/工場） （百万円 /人）

全国計 2014 202,410 7,403,269 305,139,989 92,288,871 1,507.5 41.2 456.0 12.5 
鳥取 ２０１４ ８１５ ２９,８９０ ６８０,４２１ ２１２,２０６  ８３４.９ ２２.８ ２６０.４  ７.１ 
島根 ２０１４ １,１８６ ３８,３７３ １,０５６,６９５ ３４８,９９５  ８９１.０ ２７.５ ２９４.３  ９.１ 
岡山 ２０１４ ３,４７６ １４０,３０９ ８,２５５,６６６ １,６７１,１６７ ２,３７５.０ ５８.８ ４８０.８ １１.９ 
広島 ２０１４ ５,０８６ ２０９,５１５ ９,５６８,４５２ ２,８４０,４４３ １,８８１.３ ４５.７ ５５８.５ １３.６ 
山口 ２０１４ １,８３８ ９１,３７８ ６,５１９,５５１ １,７７７,７９４ ３,５４７.１ ７１.３ ９６７.２ １９.５ 
中国 ５県小計 ２０１４ １２,４０１ ５０９,４６５ ２６,０８０,７８５ ６,８５０,６０５ ２,１０３.１ ５１.２ ５５２.４ １３.４ 
愛知 ２０１４ １６,７９５ ７９５,４９６ ４３,８３１,３２９ １２,８６４,５７０ ２,６０９.８ ５５.１ ７６６.０ １６.２ 

注）付加価値額欄の従業者29人以下は粗付加価値額，従業者 4人以上の事業所に関する統計
出所）経済産業省 H26「工業統計表（産業編）」より抜粋後一部加筆
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が大きい．従業者数の差は，前節の生産年齢人口に違いがあることから理解しやすい．それは

同時に事業所数にもある程度反映される．問題は付加価値額である．事業所数や従業者数が

1.5倍強の差でしかないのに対し，付加価値額では愛知の方が中国地方 5県よりも1.87倍も多

い．同表右半分は生産主体（工場，従業者）の単位あたり製造品出荷額等と付加価値額を示し

ているが， 1工場あたり付加価値額で約1.34倍，従業者 1人あたり付加価値額で約1.2倍の差

がついていることが分かる．ただし県単位で見た場合には様相は異なる．例えば岡山と山口は

生産単位あたり出荷額等ではいずれも愛知より高く，同付加価値額でも山口は愛知を上回る．

これは，岡山と山口には資本集約型の石油，化学の大規模工場が多いためであろう．

自動車県同士の広島と愛知を較べると，生産単位あたりの指標はいずれも愛知の方が 2割か

ら 4割程度高いことが分かる．ここでの分析はあくまで全工業部門の比較のため解釈に慎重を

要するが， 1つには両県の完成車企業間の生産性の差のみならず，拙稿［2016b］でも指摘し

たようにマツダの取引先である地場企業が総じて小さいことにも原因が求められる．愛知にあ

るトヨタの取引先には，系列のデンソーやアイシン精機といったグローバル規模の上場企業が

数多くあるのに対し，広島のマツダ系地場企業には上場企業はほとんど存在しない．企業規模

が即生産性や付加価値創出上の差を生むわけではないが，設備の近代化や先進的な生産方式の

積極導入，そして研究開発の投資力といった諸点で大企業が有利なのは間違いない．

以上の工業統計表の分析から示唆されるのは，中国地方における自動車産業はそれ自体が突

出した存在というわけではなく，瀬戸内工業地域の数ある重化学工業を構成する一部門という

位置づけに過ぎないことである．また中国地方 5県を総合しても，事業所数，従業者数，付加

価値額の全ての面で愛知 1県に及ばないのである．その中でもマツダ本社と主力生産拠点のあ

る広島は自動車産業のプレゼンスが高いものの，生産性や付加価値創出の面ではやはり愛知の

後塵を拝している．広島・山口といったマツダ経済圏のみならず，中国地方 5県を網羅したと

しても，愛知と比較すると産業集積間には大きな実力差がありそうだということが判明した．

この点を次項の産業連関表の分析で詳細に検討しよう．

（ 2）産業連関表からの示唆

ここでは，中国地方 5県の自動車産業の構造とその経済活動が県内外にどのように波及して

いるのかといった基本枠組みを産業連関表の分析から確認する．表 5は，中国地方 5県と比較

対象である愛知，そして全国の取引基本表，投入係数表，逆行列係数（開放型），雇用表から

必要な項目を抽出しいくつかの指標で評価したものである．統合大分類では広島，愛知 2県を

除き「輸送機械」（広島，愛知は「自動車」）を，統合中分類では「乗用車」「その他の自動車」

「自動車部品・同付属品」を取り出した．

まず取引基本表の分析からである．統合大分類から見ると，県内生産額に占める輸送機械の

比率は全国平均4.85%に対し，山陽 3県は 6～7%台と全国平均より高く，山陰 2県はともに
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2%未満と低い．比較対象の愛知（自動車）は17.26%と突出して高く，自動車産業中心の県で

あることはここからも明確に分かる．移輸出率では，全国平均（輸出計率）が31.64%に対し

山陽 3県は85%前後と高く，山陰 2県はそれを上回る．島根に至っては98%を超えており，

県内生産物のほぼ全てが県外からの需要ということになる．愛知はやや低く65%程度である．

また全産業平均と比較すると，ここで挙げた全ての県，そして全国も輸送機械の方が遙かに高

いことが分かる．移輸入率では，全国平均（輸入計率）がわずか7.26%であるのに対し，山陽

3県で70～80%程度，山陰 2県で95%超である．いずれも県外からの中間投入への依存度は

高いようである．愛知ではこの指標が低く，35.5%である．全産業平均との比較では，全国と

愛知はほぼ同等水準であるのに対し，中国 5県は移輸出率と同じように輸送機械の方が遙かに

高い．自給率は移輸入率の裏返しであることから，全国で 9割超，愛知で64.5%と高いのに対

し，山陽 3県で約 2割から 3割未満，山陰 2県では5%未満と極めて低いことが分かる．

以上から，数値の多寡はあれ中国地方 5県も比較対象の愛知も，自動車を含む輸送機械の取

引連関は県境を超えて広範であることが分かる．ただし完成車企業の本社・主力生産拠点があ

る広島と愛知（いずれも統合大分類が「自動車」）とで比較してみると，広島は移輸出率も移

輸入率もともに高く，愛知は移輸出率が広島よりもやや低く移輸入率は広島より格段に低いこ

とから，愛知の自動車産業の方がより県内完結型に近いと評価することができる．愛知の自給

率が高いのは県内にトヨタの需要を満たす企業が十分集積しているからであり，これに対し広

島ではマツダの需要を賄いきれるだけの企業が集積していないため自給率が低いのである．以

上の統合大分類での概況を項目ごとに展開したのが統合中分類の視点である．ここで注目すべ

きは自動車部品・同付属品の自給率である．愛知が約69%であるのに対し，中国地方 5県は

いずれもこれと較べて低く，最高でも広島の約33%となっている．統合大分類の傾向を踏襲

するものであるが，中間財の自給率でも広島と愛知の格差は大きいということである．

次に投入係数表の分析である．ここでは県内生産額に占める輸送機械（自動車産業等）の粗

付加価値額の比率に着目する．統合大分類から見ると，中国地方 5県，愛知，全国ともに概ね

係数は0.2前後であり，全産業平均0.4～0.5程度より低い．統合中分類で見ると，いわゆる最終

製品セクター（乗用車，その他の自動車）よりも中間財セクター（自動車部品・同付属品）の

方が高い．取引基本表の各指標とは異なり，自動車産業が付加価値で貢献する比率は中国地方

5県も愛知も全国もあまり大きな差異はないということである．自動車産業は加工組立型のた

め，どうしても中間投入（内生部門）の比率が高くなるようである．またこの点は広島と愛知

でも大差はない．さらに最終製品セクターと中間財セクターとを比較すると，後者の方が相対

的に付加価値創出には貢献しているという点も全国的に共通しているようである．以上の統合

大分類での概況を項目ごとに展開したのが統合中分類の視点である．

続いて逆行列係数（開放型）の分析である．統合大分類から見ると，影響力係数が 1以上に

なるのは完成車企業の工場が立地する広島，岡山，愛知である（山口は不明）．他産業への生
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産誘発は，愛知の方が広島，岡山よりも顕著に高い．次に感応度係数が 1以上なのは中国地方

5県には存在せず，比較対象の愛知のみとなる（山口は不明）．中国地方では全般的に，輸送

機械は他産業からの生産誘発を受けにくいということである．輸送機械部門同士の係数を見る

と，中国地方 5県いずれも 1以上となり，山陽 3県の方が相対的に大きい．愛知はそれをさら

に上回る．県内で輸送機械の需要が伸びると，一定水準以上の中間財の生産誘発がもたらされ

るということである．これは例えば，素材・部品企業から完成車企業への納入，あるいは素

材・部品企業同士の取引が想定される．統合中分類から見ると，影響力係数，感応度係数は，

乗用車，その他の自動車，自動車部品・同付属品のいずれの部門から見ても広島，愛知が概ね

表 5
中国 ５県 比較対象

鳥取県 島根県 岡山県 広島県 山口県 愛知県 全国

当該部門
県内 
全産業

当該部門
県内 
全産業

当該部門
県内 
全産業

当該部門
県内 
全産業

当該部門
県内 
全産業

当該部門
県内 
全産業

当該部門
全国 
全産業

取
引
基
本
表

統合 
大分類

県内生産額合計に占める 
輸送機械部門比率

０.６４% － １.４４% － ６.１０% －
（自動車） 
７.４３%

－ ６.５９% －
（自動車） 
１７.２６%

－ ４.８５% －

移輸出率 ８７.９８% ２５.８５% ９８.１９% ２９.３４% ８７.５９% ４６.２５% ８３.５２% ３４.４１% ８４.１３% ４７.３０% ６５.２２% ３６.０９% ３１.６４% ７.５５%
移輸入率 ９５.１９% ３３.９８% ９８.６７% ３５.０６% ８０.９０% ４５.１７% ７１.３５% ３１.８８% ７６.８０% ４７.１４% ３５.５０% ３４.２０% ７.２６% ８.７４%
自給率 ４.８１% ６６.０２% １.３３% ６４.９４% １９.１０% ５４.８３% ２８.６５% ６８.１２% ２３.２０% ５２.８６% ６４.５０% ６５.８０% ９２.７４% ９１.２６%

統合 
中分類

県内生産額合計に占める 
自動車部門比率
乗用車 ０.００% ０.００% ２.０４% ３.００% ３.４９% ５.０３% １.２６%
その他の自動車 ０.０３% ０.００% ０.３２% － ０.０１% ０.９１% ０.４１%
自動車部品・同付属品 ０.５３% １.２５% ２.７４% ４.４３% １.７７% １１.３３% ２.４７%
移輸出率
乗用車 ０.００% ０.００% ８６.１６% ９７.０６% ９７.８４% ９４.７３% ５２.８７%
その他の自動車 ８７.４２% ０.００% ５６.８９% － ７６.８５% ９３.４１% ３４.８２%
自動車部品・同付属品 ８９.７９% ９８.５２% １００.００% ７４.３６% ５３.８７% ４９.８７% １６.９１%

移輸入率：
乗用車 １００.００% １００.００% ５９.０１% ８９.６７% ９２.５３% ６４.９５% １１.６７%
その他の自動車 ９８.７０% １００.００% ３７.８６% － ９９.０４% ８１.６６% ４.０１%
自動車部品・同付属品 ８７.５０% ９７.５５% １０５.５５% ６６.７８% ７０.５０% ３０.９６% ３.８３%
自給率：
乗用車 ０.００% ０.００% ４０.９９% １０.３３% ７.４７% ３５.０５% ８８.３３%
その他の自動車 １.３０% ０.００% ６２.１４% － ０.９６% １８.３４% ９５.９９%
自動車部品・同付属品 １２.５０% ２.４５% －５.５５% ３３.２２% ２９.５０% ６９.０４% ９６.１７%

投
入
係
数
表

統合 
大分類

粗付加価値率
輸送機械 ０.２２ 

県内全 
産業平均 
　　０.５４ ０.２４ 

県内全 
産業平均 
　　０.５６ ０.２０ 

県内全 
産業平均 
　　０.４３ ０.２０ 

県内全 
産業平均 
　　０.４９ ０.２０ 

県内全 
産業平均 
　　０.３９ ０.１８ 

県内全 
産業平均 
　　０.４５ ０.２０ 

全国全 
産業平均 
　　０.５１

統合 
中分類

乗用車 ０.００ ０.００ ０.１５ ０.１５ ０.１３ ０.１３ ０.１３ 
その他の自動車 ０.１２ ０.００ ０.１２ － ０.１２ ０.１３ ０.１２ 
自動車部品・同付属品 ０.２１ ０.２２ ０.２１ ０.２２ ０.２１ ０.２１ ０.２１ 

逆
行
列
係
数
（
開
放
型
）

統合 
大分類

影響力係数
輸送機械 ０.９２ ０.９２ １.０１ １.０４ n/a １.２６ １.４５ 
感応度係数
輸送機械 ０.７８ ０.７８ ０.８４ ０.８３ n/a １.１５ １.０５ 
輸送機械部門同士の係数 １.０２ １.００ １.０９ １.１４ １.１１ １.４２ １.６８ 

統合 
中分類

影響力係数
乗用車 ０.７７ ０.７９ ０.８７ １.０９ n/a １.５５ １.５５ 
その他の自動車 ０.９５ ０.７９ ０.９０ － n/a １.５６ １.５９ 
自動車部品・同付属品 ０.９７ ０.９３ ０.８８ １.０５ n/a １.４７ １.４１ 
感応度係数
乗用車 ０.７７ ０.７９ ０.７６ ０.７２ n/a ０.７０ ０.５１ 
その他の自動車 ０.７７ ０.７９ ０.７９ － n/a ０.７０ ０.５４ 
自動車部品・同付属品 ０.９２ ０.７９ ０.７５ １.０７ n/a ２.０６ ２.２５ 
自動車部品・同付属品 
同士の係数 １.０５ １.００ １.００ １.１５ １.１５ １.４０ １.６６ 

雇
用
表

統合 
大分類

県内就業者数に占める 
輸送機械部門比率 ０.２８% ０.７８% ２.５５% ２.５２% １.９４% ５.８７% n/a

就業係数 ０.０４ ０.０５ ０.０２ ０.０２ ０.０２ ０.０２ n/a

注） いずれも小数点第三位を四捨五入のため原資料に記載された数値とは異なることがある．全国の移輸
出は輸出計，移輸入は輸入計．就業係数は人／百万円．広島と愛知のみ統合大分類に輸送機械ではな
く自動車を使用．

出所） 中国地方 5県，愛知県，総務省「H23産業連関表（取引基本表）（投入係数表）（逆行列係数：開放
型）（雇用表）」をもとに筆者作成
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1 以上となり，その他の県は 1を下回る（山口は不明）．特に広島，愛知の影響力係数に着目

すると，自動車や自動車部品・同付属品の需要が伸びることで県内他産業の生産誘発を活発に

していることが分かる．愛知はそれがより顕著であり，影響力係数は関連部門いずれも概ね

1.5以上と高い．両県では完成車企業を頂点に集積が進み，その中での中間財取引が活発化し

ている．意外にもこれらの係数が低いのが岡山である．三菱自・水島という大規模生産拠点を

擁しながら，係数上は完成車企業の立地していない山陰 2県と大差ない．このことから，岡山

には十分な自動車産業集積が進んでおらず，県内での中間財取引はさほど活発ではないという

ことが分かる．他方で自動車部品・同付属品同士の係数を見ると，中国地方 5県も愛知も概ね

1以上ばかりであり，素材・部品企業同士の取引はそれなりに活発化しているということであ

る．ただしこれも愛知，広島及び山口の順に高く，県内産業集積の規模と素材・部品企業間の

取引密度を概ね反映している．なお全国の係数は愛知と相似形を成しており，これは逆に言う

と愛知，すなわちトヨタ・グループの実態が全国の様態に強く影響していると捉えられるので

ある．

最後に雇用表の分析である．これは原資料の制約上全県の状況が把握できる統合大分類から

の分析に限定する．県内就業者数に占める輸送機械の比率は各県ともそう高くはない．愛知で

すら6%に満たない．山陰 2県では極めて低く，両県における輸送機械の雇用面での貢献はか

なり低いと言えるだろう．就業係数では，山陰を除く 4つの県が揃って0.02となっており，人

的資本視点での生産性という意味ではあまり大きな差はなさそうである．表 4の工業統計表の

分析において，全工業部門では従業者 1人あたり出荷額等で県ごとの差異が比較的大きく出て

いたものの，輸送機械に限定すると少なくとも完成車企業の工場が立地する 4つの県では明確

な差異を見出すことは難しいということになる．

以上の産業連関表の分析から示唆されるのは次の諸点である．第 1に共通点の存在である．

地域を問わず自動車産業を含む輸送機械部門の大きな傾向として言えるのは，県内就業者に占

める同部門の就業者数の比率はそう大きいものではなく，なおかつ粗付加価値額比率でも県内

他産業と比較して劣位にあるということである．また人的資本の視点からは，完成車企業の生

産拠点が立地する県同士に生産効率性上の差異を見出すことはできなかった．第 2に相違点の

存在である．各県の自動車産業集積の実力には大きな格差が存在することである．自動車産業

はどの県でも一般的に県外との取引を活発にしているが，その反面，県内自給率や他産業への

生産誘発の面では県ごとに違いが見られた．それはすなわち，山陽 3県と山陰 2県の格差であ

る．これは一見すると完成車企業の生産拠点の有無に起因するものとみなしがちであるが，実

は山陽 3県内でも広島と岡山では顕著な差が見られた．ただし中国地方 5県の中で最も自動車

産業集積が進む広島といえども，愛知との比較では実力差は一目瞭然であった．これはつまり，

自動車産業集積内での取引連関の重層性，取引品目の網羅性は，県ごとに大きく異なることを

意味している．
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５ ．中国地方の地場企業を脅かす，円安下でも進む部品輸入の増加

ここまで，人口動態や賃金に始まり工業統計表や産業連関表の分析をつうじて中国地方 5県

の自動車産業を取り巻く事業環境をもっぱら愛知との比較から見てきた．中国地方の自動車産

業は，持続的発展可能性という点で多くの課題を抱えていること，またそれは山陽 3県と山陰

2県との間の格差，さらには山陽 3県の中でも広島・山口と岡山との間の格差があることが判

明した．中国地方での同産業の事業環境は，決して楽観視できるものではなさそうである．こ

れに加えてもう 1つ指摘しておくことがある．それは，中国地方での自動車部品輸入が増加基

調にあるということである．

図 4は，中国地方 5県の税関にて集計された自動車部品輸入金額と為替（ドル・円）の推移

である．2001年から2012年頃までは，間にリーマン・ショックのような攪乱要因を含みながら

も円高基調に添って自動車部品の輸入が概ね増えてきていたことが分かる．自動車部品の輸入

が増えているということは，それ自体が地場企業の国内生産高に影響する問題ではあるものの，

より深刻なのは2013年以降，すなわちアベノミクスでの金融緩和を背景とする円安復調局面に

おいても輸入増加が止まらないことである．むしろ近年の輸入金額の伸びは著しい．

それではこの間の自動車部品はどこから輸入されているのかというと，表 6に示すとおり

もっぱら東アジアの中国，韓国からであることが分かる．輸入元の国の顔ぶれは2000年代半ば

を境に大きく変化してきている．それは，先進国からの輸入が大きく減り，途上国からの輸入

が大幅に増加している点である．とりわけ中国からの輸入金額の伸びは著しい．原資料である

貿易統計からこれ以上読み取ることはできないが， 1つの考え方としては，2000年代半ばまで

は先進国の現地企業からの輸入が多かったものの，その後の日本企業の海外現地生産（とりわ

け中国や東南アジア）の進展に伴い，海外で安価に製造された部品の日本への輸入，つまり企

業内貿易が大勢を占めるようになったということである．したがって自動車部品の出荷元がす

なわち途上国企業となるわけではないだろうが，仮に企業内貿易の比率がそれなりに大きいと

しても，国内生産が代替されていることに変わりはないことになる．企業活動の国際化は時代

の趨勢であり成長のための必須条件とも言えるため否定はできないものの，前述の人口減少問

題を考えると，中国地方に立地する自動車部品の量産工場が海外に置換されていくことを無条

件に肯定することも難しいのである．

そしてこの点は企業の本質とも拘わってより問題を難しくしている．なぜなら，自動車産業

に属する企業群は熾烈な国際競争環境下にあり，価格競争力を高めるためには，品質基準さえ

満たすのであれば積極的に海外製の自動車部品を使わざるをえないからである．完成車企業が

いくら心情的に地場企業や自社の立地する地域を守ろうと思っても，営利企業である限り経済

合理性に反してまでそれを押し通すことは困難である．したがって完成車企業は，地場の素

材・部品企業に海外展開を（明示的かどうかは別として）要請するようになり，体力のある地
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場企業は多国籍企業化するとともに部品供給の一部を海外生産拠点に移管するようになる．

もっとも新宅・大木［2012］らの指摘にもあるように，2000年代の日本企業のアジアを中心

とした海外進出は，最終製品をアジアで生産するものの資本財や工業用原料等の産業財は日本

から輸出するという企業内国際分業体制を形成したとされるため，国内生産基盤が喪失してし

まったわけではない．しかしながら産業財の生産は，一般的には労働集約的な最終製品の組立

工程とは性質が異なる．国内生産拠点での雇用面に全く影響が無かったとは言えないだろう 3．

そしてこのような価格競争力の追求がなお一層深まれば，低付加価値品を中心に地場企業の海

外生産拠点では対応しきれない品目が出始めることになる．そうして今度は，中国や韓国のよ

りコスト競争力に優れる民族系の素材・部品企業が選択されるようになる．こうなると地場企

業は雇用量の調整だけでは済まされなくなり，倒産や廃業を伴う形で退場を強いられる．地方

表 ６
２００１ ２００６ ２０１１ ２０１６

アメリカ合衆国 ６,３８７,０３５ ドイツ ７,１７２,４１１ 中華人民共和国 １４,８４９,０９０ 中華人民共和国 ３８,６１５,０１６
ドイツ １,６５１,４５０ 中華人民共和国 ６,７８５,１２０ 大韓民国 ２,５６９,７６７ 大韓民国 ６,１８２,９４３
中華人民共和国 ９２０,５６７ 大韓民国 ３,３９２,１７７ スロバキア １,８９６,５７１ タイ ５,８９８,９３７
大韓民国 ７５３,１７０ アメリカ合衆国 ２,０３５,９４７ ポーランド １,７６６,３９８ フィリピン ２,１５６,５３３
台湾 ５０５,８２１ フィリピン １,１５７,８４９ アメリカ合衆国 １,７２５,２６０ メキシコ １,３８６,１９３

注）神戸税関のうち，中国地方 5県内の税関分を合計したもの．概況品は自動車の部分品．単位：千円．
出所）2016年財務省「貿易統計（税関別国別概況品別表）」をもとに筆者作成

図 4
注） 神戸税関のうち，中国地方 5県内の税関分を合計したもの．概況品は自動車の部分品．為替は東京
市場ドル・円スポット17時時点，月中平均．

出所） 2016年財務省「貿易統計（税関別概況品別表）」，日本銀行「外国為替市況（日次）参考係数：東
京外為市場における取引状況」をもとに筆者作成
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の自動車産業集積は，こうして再生産の契機を与えられず退潮していく危険性と隣り合わせて

いるのである．櫛の歯が欠けるように産業集積が縮小し始めると，地方の人口はますます減少

する．地方は大都市圏よりも自動車の保有率が高いため，このことがますます国内の自動車生

産台数を低下させることに繋がりかねない．そして完成車企業から地場企業への発注量の減少

は，産業集積内企業の体力を一層奪い取る．地方の仕事は減少し続け，若年労働者の流出は加

速していく．まさに負のスパイラルである．

６. おわりに

本稿の目的は，中国地方の自動車産業を取り巻く事業環境を各種統計から俯瞰し，持続的発

展に対する課題を明らかにすることであった．より具体的には，地域経済における産業集積の

将来像をわが国固有の課題である人口減少問題の視点を交え展望するものである．

本稿が最も主張したいことは，人口動態がもたらす中国地方にとっての最大の危機は，地元

での労働力確保が他の自動車産業集積地と較べて著しく困難になるということである．そして

それは同時に，完成品や素材・部品の量産能力の不可逆的な低下をも意味するということであ

る．工業統計表，産業連関表をつうじた分析では，中国地方の自動車産業集積が取引連関の重

層性，取引品目の網羅性といった諸側面において比較対象である愛知 1県に及ばないことを確

認した．また貿易統計からは中国地方への自動車部品輸入が一貫して増加していることを確認

し，これが為替変動とは無関係であることも指摘した．中国地方の自動車産業は，同産業その

ものへの世界的な期待とは裏腹に，構造不況業種に陥りかねない状況に置かれているのである．

註

１ 増田編［2014］，p.19参照．

２ 愛知には自動車以外にも国内最大の航空宇宙関連の集積があるが，金額面での貢献は圧倒的に

自動車の方が大きい．したがってここでは概ね輸送機械を自動車の代理変数と見てよいだろう．

３ こういった産業財生産への移行に加えて研究開発型への転換も巷間よく言われる国内製造業の

生き残りの方策であるが，中国地方ではこれへの期待は望めないであろう．人口減少の過程に

ある地方では，そもそも高付加価値型人材である研究者や技術者を集めることが難しいからで

ある．広島や岡山の大学を卒業した若者が地元の低賃金を嫌忌して大都市部へ流出することは

珍しいことではない．そして何より，研究開発だけでは雇用創出には限界があり人口減少を押

しとどめる要因にはなりにくいのである．
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Business Environment for the Automobile Industry in the Chugoku District

SAEKI Yasuo*

Abstract

This paper clarifies some problems facing the auto industry in the Chugoku district.  

Various government statistics show that the declining population of the district has given 

rise to a business environment that cannot sustain further economic development. Any 

plan for regional development premised on further agglomeration of industry in the 

Chugoku region must reckon with the declining population. Because of the shrinking 

population, even compared to other regions in Japan, it has become quite difficult for the 

auto industry in the Chugoku district to recruit labor power. This may portend an 

irreversible atrophy of mass-production capability.
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